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学術機関に向けた研究データの管理と共有のための 
共通基盤の開発 
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概要：オープンサイエンス推進に向けての政策的な動きが, 国際的に活発化している. 公的研究資金を受けた研究成
果としての論文は原則オープンアクセスとすることに加え, そのエビデンスとなる研究データについても積極的に公

開することが, 研究者やその所属機関に求められている. 国際的な研究データ流通の観点からも標準化された研究デ

ータ基盤の整備は必要不可欠だが, 研究者の着想から論文執筆に至る研究ライフサイクルを一貫して支援し, 研究公
正も実現する汎用的な研究データ基盤を, 国内全土の学術機関から利用できるよう設計にし, さらに階層構造化され

た共通規格上で専門分野の IT 基盤構築を支援するフレームワークは十分に成熟されていない. 本研究では, 研究者と

所属機関が研究データを管理・共有し, さらに研究データを検索可能なように公開することで研究推進を支援するオ
ープンサイエンスのための共通基盤（NII Research Data Cloud: NII RDC）を開発することを目的とした. NII RDC は, 研
究データのライフサイクルに沿って, 研究データを管理・公開・検索するための三つの基盤から構成される. 研究デ

ータの扱いに関する分野特異性を考慮し, 管理と公開のための基盤は, 拡張性と柔軟性を満足するアーキテクチャを
採用した. 研究促進のみならず, 特に研究機関として必要とされている研究公正にも対応できる機能を有する. 検索

機能は, 多角的な研究成果の再利用が促進されるように, 分野融合型の大規模な学術知識情報をもつ基盤として構成

した. システム的な側面に加え, 本格的な運用に向けてのサービスの段階的な実証実験の結果についても報告する. 
なお , NII RDC のソフトウェアの最新版は GitHub 上でオープンソースソフトウェアとして公開している

（http://github.com/RCOSDP）. 
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Abstract: Recently, policy actions to promote open science have become active internationally. Researchers and research 
institutions are becoming responsible for making research papers with public research funds open in principle. Furthermore, 
research data that provide evidence of the paper is also required to be actively disclosed to the public. Also, establishing a 
standardized research data infrastructure is essential from the viewpoint of international research data distribution. A general-
purpose research data infrastructure framework that consistently supports the research lifecycle from researcher inspiration to paper 
writing and achieves research integrity is not mature enough. The framework is designed to be used by academic institutions across 
the country and is structured to support the construction of hierarchically IT platforms in specialized academic fields on common 
standards. The purpose of this research was to develop a common infrastructure NII Research Data Cloud (NII RDC) for managing 
and sharing research data to support open science. NII RDC consists of three platforms for managing, publishing, and discovering 
research data along the life cycle of research data. In consideration of the domain specificity regarding the handling of research 
data, the infrastructure for management and disclosure adopts an architecture that satisfies the extensibility and flexibility. In 
addition to promoting research, it has the function of responding to research integrity, which is especially needed as a research 
institution. The discovery function is structured as a base with large-scale academic knowledge information that is integrated with 
domains so that the reuse of multi-disciplinary research results is promoted. In addition to system aspects, the results of step-by-
step demonstration tests of services for full-scale operation are also reported. The source code and documentation for the latest 
version of NII RDC are available as open source software on GitHub and can be downloaded for free (http://github.com/RCOSDP). 
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1. はじめに *  

昨今, 国際的なオープンサイエンス時代の実現に向けて

学術情報流通の促進や研究データ共有・公開の実現に向け

た研究開発が各地域で進んでおり , 研究データ同盟

Research Data Alliance（RDA）での研究データに関連する議

 
* 1 国立情報学研究所   
   National Institute of Informatics   

論は政策・産業・技術レイヤーまで多岐にわたる [1]. また, 
研究データ基盤を実際に研究者が利用するための施策が各

地域で実施されている[2]. 米国や英国では日本と比べ先行

して, 公的研究費による研究成果公開のポリシー策定が進

んでいることから, これに応対する形で学術機関が利用す

る研究データ基盤の導入が進んでいる [3]. 研究データ基
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盤の先行研究として, 米国の NPO 法人 Center for Open 
Science（COS）が運営する研究データ管理・公開サービス

Open Science Framework（OSF）[4]. 英国の The COnnecting 
REpositories (CORE) プロジェクト [5]. 欧州の統合的な研

究データ基盤の先行研究として, 欧州の研究とイノベーシ

ョンのためのフレームワークプログラム Horizon 2020 が出

資し, EUDAT Collaborative Data Infrastructure（CDI）の構成

機関が連携して提供しているサービス EUDAT [6] がある. 
NPO 法人 OpenAIRE A.M.K.E が運営する OpenAIRE [7], [8] 
では各国のリポジトリに登録されている研究データを横断

的に検索できる機能を有する. また, オープンサイエンス

の先進的な分野である生命科学, 高エネルギー物理学, 材
料科学, 社会科学などでは分野固有の研究データ基盤が既

に整備されている [9]. 国際的な動きを受けて, 日本国内

においては研究データ管理・共有について省庁からの政策

文書やガイドライン [10]–[12] より要求されており, 大学

ICT 推進協議会による研究データ管理に関する提言書 [13] 
により, 大学や研究所などの学術機関による所属研究者の

研究データの管理・共有する必要性が提言されている.  
加えて, 資金配分機関の要請により, 研究者が競争的資

金の申請の際に研究データ管理・公開の方法や期間につい

て, 研究データ管理計画（DMP: data management plan）を提

出することも求められている [14], [15]. 例として, 科学技

術振興機構（JST）, 新エネルギー・産業技術総合開発機構

（NEDO）, 日本医療研究開発機構（AMED）の競争的資金

のプロジェクトから DMP の提出の義務化が始まっている 
[16]. DMP 提出が義務化されると研究者は競争的資金の申

請書や報告書にて, 論文の証拠となるデータを管理・公開

の状況を申告する必要が発生する. データ管理・共有のた

めに研究者は IT 基盤を準備する調達・運用コストが発生す

るが, 小規模な学術機関では IT基盤を十分に維持管理する

ことは費用面で難しい.  
次に, 研究データ基盤の開発の観点では, 日本国内の学

術情報流通において , 国立情報学研究所（NII: National 
Institute of Informatics）は学術機関の図書館向けコンテンツ

サービスとして学術情報検索サービスCiNii [17], 機関リポ

ジトリサービス JAIRO Cloud [18], [19] や科学研究費助成

事業データベースKAKEN [20] などを提供している. また, 
学術機関の情報基盤センター向けに, 学術情報用の情報通

信ネットワーク SINET [21], 学術認証（学認）フェデレー

ション [22], 全国共同電子認証基盤 UPKI [23] などのサー

ビスを提供している. 共通研究データ基盤の実現にはこれ

らの先行研究のサービスもベースにしながら開発する必要

がある.  
本研究では , 共通研究データ基盤  NII Research Data 

Cloud（NII RDC）のシステム開発の手法と実装結果, およ

び実証実験において国内の学術機関と協働しながら進めて

いる機関単位での研究データ基盤導入のユースケースにつ

いて述べる. NII RDC の研究開発の目的は, 国内の学術機

関・広範な学問分野で利用可能な共通研究データ基盤の整

備を行うことによるシステム共通化によるコストダウンと, 
研究データの共有・公開の効率化による学術情報流通の促

進がある. オープンサイエンスの時代の学術情報基盤のサ

ービスアーキテクチャはネットワーク, クラウドコンピュ

ーティングや認証などの情報システム基盤を下層とし, そ
の上層に図書館が管轄するような緻密なメタデータも管理

できる研究データプ基盤のアプリケーションが整備されて

いる必要がある. これにより, 研究データ基盤の技術スタ

ックを海外の主要な学術機関と合わせることができ, 仕様

の標準化やシステム連携などの面で海外機関と協働しやす

くなる. 
その実現のために, NII RDC は研究データ基盤として管

理・公開・検索を目的とした 3 つのサービスを内包するよ

うに設計する. それぞれのサービス名称は, GakuNin RDM
（管理）[24], [25], JAIRO Cloud（公開）, CiNii Research（検

索）[26] であり, 管理サービスは論文出版前の非公開の研

究データを取り扱い, 公開・検索サービスはインターネッ

ト上で公開可能な研究データを対象として取り扱う. 図 1
に NII RDC のコンセプトが持つ 3 つのサービスの全体構成

を示す. 
 

 

図 1 共通研究データ基盤 NII RDC の全体構成  
 

2. 研究データ基盤 NII RDC のシステム開発 

2.1 研究データ管理サービス GakuNin RDM 
研究データ管理サービス GakuNin RDM は, 研究者が NII 

RDC 上で研究データ管理（RDM: research data management）
業務を行う際に, それをサポートする Web アプリケーショ

ンである. 
 

(1) GakuNin RDM のシステム設計 
GakuNin RDM のシステム設計では米国 COS が開発した

オープンソースソフトウェアの研究データ管理ツールOSF
をベースに用いた. 主要部分の開発言語は Python であり, 
Web フレームワークは Django [27] と Flask [28], Java Script
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では Ember.js [29] を採用している. また, GakuNin RDM の

サービスはマイクロサービスアーキテクチャで構成されて

いる. GakuNin RDMではWebアプリケーションサーバOSF, 
管理用サーバOSF Admin, レンダリングサーバModular File 
Renderer（MFR）, ファイル中継サーバ Water Butler, API サ
ーバ, 認証サーバ Central Authentication Service（CAS）[30], 
Wiki サーバと細分化した. GakuNin RDM のマイクロサービ

スで使用されているミドルウェアは, 全文検索エンジンの

Elasticsearch [31], データベースの PostgreSQL [32], メッセ

ージブローカーの RabbitMQ [33], 分散タスクキューCelery 
[34], 定期タスク Celerybeat, 画像変換ライブラリの

unoconv がある. 図 2 に GakuNin RDM のマイクロサービ

スアーキテクチャを示した.  
 

 
図 2 GakuNin RDM のマイクロサービス構造 

 
GakuNin RDM に登録された非公開の研究データを公開す

る際は, 次節で紹介する機関リポジトリソフトウェア専用

のアドオンを通じ研究データ公開サービスに送られる.  
 
(2) GakuNin RDM のアプリケーション実装結果 

GakuNin RDM は利用者のクライアント端末（PC, スマー

トフォン等）にあるファイルを, ブラウザからネットワー

ク経由でファイルをアップロードして保存・共有する機能

を有する. GakuNin RDM は研究者が産出する研究データの

所在を明確にし, 所属機関の研究データ管理ガイドライン

に準拠した RDM 業務を支援することができると考える.  
また, 著者らは時刻認証局の発行するタイムスタンプト

ークンを用いた研究証跡保存機能を開発した, 具体的には

NII UPKI 提供のタイムスタンプサービスを利用している. 
GakuNin RDMサービス中に保存された研究データは, 第三

者機関の時刻認証局が発行したタイムスタンプトークンに

より, ファイルのハッシュ値が存在した時刻をデータベー

ス中に記録している. これにより, データ改ざんなどの不

正を抑止し, 不正が発覚した際に追跡調査できる仕組みを

持つため, 組織における情報管理のガバナンスの観点から

も有用と考える.  

次に, 著者らは OSF のマイクロサービス構造を継承しつ

つ, 日本の学術機関の需要に合わせ Microsoft Azure Blob 
Storage [35], OpenStack Swift [36], Nextcloud [37], S3 互換ス

トレージを GakuNin RDM へ RESTful API 経由で接続する

ためのストレージアドオンを実装した. 利用者は GakuNin 
RDM のアドオンを介して, 外部オブジェクトストレージ

や研究用ツールのクラウドサービスと連携して研究データ

管理を実施できる. 図 3 に GakuNin RDM の Web アプリケ

ーションの各機能のユーザーインターフェースを示した. 
加えて, 著者らはサービス利用機関のシステム管理者向

けにアドオンを有効・無効にするアドオン制御機能を管理

機能 GakuNin RDM Admin 内に実装した. また, GakuNin 
RDM サービス中で機関別に標準使用するストレージを

RESTful API 経由で選択的にマウントする機関ストレージ

機能も実装した. 

 
図 3 開発中の GakuNin RDM のフロントエンドの機能 

 
NII RDC のサービス運用面では, パブリッククラウドと

プライベートクラウドを併用し, プロジェクトの性質や運

用・開発状況に応じて併用しながらハイブリッドクラウド

の形態で運用している. GakuNin RDM のアプリケーション

では, この実現にコンテナ仮想化 Docker, コンテナオーケ

ストレーション環境Kubernetesを前提に運用している [38]. 
 
(3) GakuNin RDM のユースケース 

GakuNin RDMの利用ユースケースとしては, 学術機関の

機関単位での参加を対象に, 2020 年後半までオープン参加

でのロングラン実証実験を開催している. 2019 年 8 月現在

は東京大学・京都大学・名古屋大学・北海道大学・九州大

学・金沢大学・富山大学の 7 機関が参加している. 実験参

加機関の研究者は GakuNin RDM サービスの Web サイト

（https://rdm.nii.ac.jp）から所属機関が発行する全学共通 ID
を用いて GakuNin RDM へログインして試用することがで

きる. 実験では, GakuNin RDM の名称の由来にもなってい

る学認フェデレーションの機関 IdP を用いて認証を行って

いる. また分野応用のユースケースとして, 東京大学定量

生命科学研究所では生命科学分野での画像における研究不
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正防止を目的とした業務システムで GakuNin RDM を試験

導入中である. この研究不正防止システムでは GakuNin 
RDM を介して組織内の全採録決定の論文中で使用されて

いる画像を抽出し, 研究所内の研究倫理部門の担当者が点

検を実施している. 
 
2.2 研究データ公開サービス JAIRO Cloud 

JAIRO Cloud はオープンアクセスリポジトリ推進協会

（JPCOAR）と NII が開発・共同運営している, 学術機関向

きの機関リポジトリのクラウドサービスの Web アプリケ

ーションである . 現行の JAIRO Cloud サービスでは , 
WEKO2 という NII が開発したリポジトリソフトウェアを

ベースに構築されている [39]. オープンアクセスリポジト

リ推進協会（JPCOAR）と NII が共同運営している. 2019 年

7 月時点で 570 機関が利用している. これは国内の機関リ

ポジトリ総数 796 件の 71%に当たる. しかしながら, 既存

の機関リポジトリは, 学術論文, 博士論文, そして大学紀

要などの文書の公開が中心であり, 研究データのバージョ

ン管理 [40], 分野特有のメタデータ [41], ストレージ管理 
[42]への対応など, 研究データ対応は十分でない. このた

め著者らは, 2020 年後半の JAIRO Cloud サービスのリプレ

ースに向けて, ベースソフトウェア WEKO3 の新規開発を

進めている. 
 
(1) WEKO3 版 JAIRO Cloud のシステム設計 

WEKO3 版 JAIRO Cloud は欧州原子核研究機構（CERN）

が開発するリポジトリソフトウェアのフレームワークであ

る Invenio [43] を採用した. 著者らは Invenio をベースソフ

トウェアとして, WEKO2 が有する機関リポジトリ機能に

加えて, バージョン管理, メタデータ管理, ストレージ管

理機能を強化した WEKO3 を開発した. この WEKO3 をベ

ースにした WEKO3 版 JAIRO Cloud では, サービスを構成

するタスク管理, 全文検索, 画像処理, 統計処理, 外部 API
などの機能がモジュールとして実装されている. WEKO3
のマイクロサービスで使用されているミドルウェアは, 全
文 検 索 エ ン ジ ン の Elasticsearch, デ ー タ ベ ー ス の

PostgreSQL, インメモリのキーバリューデータベース

Redis [44], メッセージブローカーの RabbitMQ, 分散タス

クキューCelery がある. 図 4 に WEKO3 版 JAIRO Cloud の

マイクロサービスアーキテクチャを示した.  
WEKO3 版 JAIRO Cloud に登録された論文や研究データ

はサービス中でメタデータが付与され, 学術機関リポジト

リデータベース（IRDB: Institutional Repository Data Base)  
にメタデータが集約された後, 次節で説明する研究データ

検索サービスの学術情報ナレッジグラフに取り込まれる. 
 
(2) WEKO3 版 JAIRO Cloud アプリケーション実装結果 

WEKO3 版 JAIRO Cloud では研究者自身による研究デー

タの公開機能（セルフアーカイブ機能）, 同一機関内の別

プロジェクトなどでデザインを変更できるマルチリポジト

リ機能, 画像のデジタル・アーカイブ機能などの実装を計

画している.  図 5 に WEKO3 版 JAIRO Cloud のアイテム

詳細ページのユーザーインターフェースを示した.  
 

 
図 4 WEKO3 版 JAIRO Cloud のマイクロサービス構造 

 

 
図 5 WEKO3 版 JAIRO Cloud のフロントエンドの構成 

 
(3) WEKO3 版 JAIRO Cloud のユースケース 

WEKO3 版 JAIRO Cloud は 2019 年 8 月現在, システム開

発中ではあるが, 2019 年度を目処に国内の学術機関に向け

て現行の JAIRO Cloud から WEKO3 版 JAIRO Cloud への, 
先行的な移行実験を計画している. 専門分野への応用とし

て社会調査研究や生理学研究分野での適用を目的としたプ

ロジェクトを並行して進めている. 
 
2.3 研究データ検索サービス CiNii Research 

CiNii とは NII が提供している学術情報検索サービスで

あり, 研究者や学生が分野を問わずに日本語の論文,日本

の大学図書館の蔵書および博士論文を検索可能である. 
NII が提供している学術情報検索サービスである. しかし

ながら, 現状では CiNii は論文と関連する研究データは登

録されておらず, 研究データを検索することはできない. 
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また, NII の学術情報検索データベースはデータベースが

それぞれ独立しており, 横断検索することはできない. 
そこで後継として開発が進められている CiNii Research で

は, 研究活動そのものに焦点を当て, 論文だけでなく研

究プロジェクト情報, 研究者情報そして研究データが統

合的に横断検索できるようにデータベースの整備と検索

サービスの開発を進めている. 
 

(1) CiNii Research のシステム設計 
CiNii Research は CiNii Articles の論文 2000 万件, CiNii 

Books の書籍 1200 万件,  KAKEN の研究者 20 万人・助成

60 万プロジェクトの情報に加え, 機関リポジトリ・分野リ

ポジトリ・JaLC（Japan Link Center）[45]・DataCite [46] の
研究データ等を整理して, 横断検索可能なデータに編纂

（再構成）している, データベースのレコード件数は約

6760 万件である. 単純に横断検索をできるようにしている

のではなく, 文献と著者, 研究データといった検索対象と

なる学術情報資源間の名寄せや関係リンクを構築すること

で, データ統合をしている. これをCiNiiナレッジグラフと

呼んでいる. CiNii ナレッジグラフを構成するために, CiNii
の文献と KAKEN の成果文献を名寄せしたり,  KAKEN の

報告書からプロジェクトと文献と研究者の関係を抽出して

関係リンクを作成するといったことを行っている. 関係リ

ンクの整備は開始直後であるが, レコードの件数は既に

1080 万件ある, 既存の学術コンテンツのデータベースと合

わせると全件の 14%程度はデータ関係性のリンクとなって

いる. 表 1 に CiNii Research のデータベースで利用されて

いる学術情報資源とその関係リンクの件数を示す. 表 1 中

の J-STAGE は JST 電子ジャーナル公開サービス [47], 
NACSIS-CAT は NII の目録所在情報サービス [48], NDL オ

ンラインは国立国会図書館検索・申込オンラインサービス 
[49]. SSJDA （ Social Science Japan Data Archive ） , IDR 
(Informatics Research Data Repository) は NII の情報学研究

データリポジトリ [50], 東京大学社会科学研究所附属社会

調査・データアーカイブ研究センターの統計調査、社会調

査の個票データのデータベース  [51]. RUDA（Rikkyo 
University Data Archive）は立教大学社会情報教育研究セン

ターの社会調査の研究目的での二次利用のためのデータア

ーカイブである [52]. また, 図 6 に CiNii Research の CiNii
ナレッジグラフを可視化した例を図示した. ネットワーク

図の円形のノードは個別の論文や研究データ，研究者など

を表しており，エッジはそれらの関係リンクを表している.  
CiNii Researchはフルスクラッチで開発されているが, ミ

ドルウェアや Web フレームワークは標準的な汎用性の高

い OSS のパッケージを用いている.  CiNii Research では全

文検索エンジンとして Elasticsearch, データベースとして

MongoDB [53] を利用している. 
 

表 1  CiNii Research における CiNii ナレッジグラフを構

成するデータ件数とデータ源 

種類 データ件数 データ源 

論文 35.7M CiNii Articles, J-STAGE, 

IRDB 

書籍 12 M NACSIS-CAT 

博士論文 0.7 M NDLオンライン, IRDB 

プロジェクト 0.9 M KAKEN 

研究データ 15.7 M DataCite, JaLC, IDR, SSJDA, 

RUDA 

研究者 2.7 M KAKEN, NACSIS-CAT 

データ件数合計 67.6 M All 

関係リンク 10.8 M All 

 

 
図 6 CiNii Research の学術情報ナレッジグラフ中の 

データベース関係性の可視化 
 
(2) CiNii Research アプリケーション実装結果 

前述の通り, CiNii Research は横断検索のためのデータベ

ース構築において, 名寄せやデータ統合, データ関係性記

述のためにナレッジグラフが使われているのが特色である. 
検索アプリケーションとしては, CiNii ナレッジグラフを利

用して, 学術資源の種類を横断した検索や, 個別の論文に

関係する研究データを提示といったことを可能としている. 
図 7 は CiNii Research のフロントエンドでの検索結果で, 
関連付けられた研究データと論文が表示されている.  
 
(3) CiNii Research のユースケース 

CiNii Research は Web からアクセスできる公開サービス

のため, 機関への導入などの実証実験は行わないが, より

精緻な学術情報ナレッジグラフを作成するためには, 専門

分野データの拡充が必須となる. そのため, 著者らは国内

外の専門機関と協力し CiNii Research 中の学術情報と研究
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データの引用・被引用関係を取り込んで分析するアプロー

チを取っている. 
 

 
図 7 開発中の CiNii Reserch のフロントエンドの構成 

 
このアプローチの 1 つ目の例は, NII の IDR が配布して

いる企業・コンソーシアム・学会から収集・整理された情

報学研究データ・音声コーパス・テストコレクション等の

研究データである. IDR では研究データの利用者に 1 年毎

にデータ利用に関する成果報告を要求しており, それによ

って研究成果とデータの ID を IDR 側で関連付けている. 
IDR の成果文献のうち NAID（NII 論文 ID）で 21.5%, DOI
（Digital Object Identifier）で 13.8%が研究データに紐付け

されている. これらの ID は CiNii Research 内の学術情報と

の名寄せや, 研究データの関連付けなどに活用される. ま
た, 成果文献と研究データの時系列的な分析や, 成果文献

と KAKEN の研究分野との照合といった, ナレッジグラフ

を介してつながることによって可能な横断的な分析にも取

り組み始めている [54]. 
他の事例としては, 東京大学社会科学研究所のSSJDAが

挙げられる. SSJDA では研究者や機関から寄託された調査

データセットを提供しており, その利用要件として謝辞へ

のデータ利用の記載及び１年毎の利用報告を求めている. 
それを基に成果文献と調査データセットの関係も公開して

いるが, IDR とは異なり研究成果の ID 関連付けまでは行わ

れていない. そのため CiNii Research 側で内部の学術情報

との照合を行った結果, NAIDで 40.4%, NCID（NII書誌 ID）

で 9.4%が紐付けされている. 
   

3. 考察  

我々が開発した, 共通研究データ基盤 NII RDC は全国

の学術機関の組織内部で提供する IT インフラとして導入

することができると考える. 管理・公開・基盤の 3 つのサ

ブシステムは同時に一式で導入する必要はなく, 組織内の

システム導入・リプレースの事情に合わせ, 部分的・選択

的に導入することが可能であため, NII RDC は短期間かつ

低コストにサービスを導入することが可能である.  
また, 実証実験におけるユースケースでは, 学術機関に

おける研究データ管理ガイドラインに沿った組織内の研究

データ管理をサポートしている. 一方, 専門分野への応用

でも, 大型研究プロジェクトでも領域代表者などのプロジ

ェクトマネージャーによる研究データ管理や, プロジェク

ト成果公開データベースのための IT 基盤として活用でき

る一定の目処がついたと考える. 
 

4. まとめ  

共通研究データ基盤 NII RDC の管理・公開・検索の 3 サ

ービスは, いずれも2020年後半に本稼働予定であり, NIIで
のシステム研究開発と, 学術機関の情報基盤センターや図

書館の現場での導入に向けた実証実験が進められている. 
各基盤の実証実験やデータベース連携では, 自然科学分野

だけでなく人文社会科学分野でのユースケースも発生して

いる. 
また, GakuNin RDM と WEKO3 は GitHub 上でオープン

ソースソフトウェアとしても開発・公開している

（https://github.com/RCOSDP） [55]. このため, 学術機関の開

発者は必要があれば新機能を開発し, オープンソースプロ

ジェクトへ改修の提案や自機関のシステムに組み込むなど

の応用も可能である. 今後, NII RDC では DMP 機能の追加

や, データ解析のための基盤との連係にも視野に入れて機

能拡張していく必要があると考える. 
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